
松山市乳児等通園支援事業実施要綱（案） 

 

（通則）  

第１条 松山市乳児等通園支援事業（以下「事業」という。）については、「乳児等通園支援事

業（こども誰でも通園制度）の実施について」(令和７年３月３１日こ成保第２５７号)の別紙に

定める「乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）実施要綱」(以下「国要綱」という。）及

び「松山市乳児等通園支援事業の設備及び運営の基準を定める条例案」（以下「条例案」と

いう。）の規定によるほか、この要綱に定めるところによる。  

 

（目的）  

第２条 この事業は、全てのこどもの育ちを応援し、こどもの良質な成育環境を整備するとと

もに、全ての子育て家庭に対して、多様な働き方やライフスタイルにかかわらない形での支援

を強化することを目的とする。 

 

（実施方法）  

第３条 この事業は一般型、余裕活用型いずれかの形態で実施するものとする。  

 

（実施主体）  

第４条 事業の実施主体は、松山市内において、次に掲げる施設を運営している者とする。  

（１）認可保育所 

（２）幼稚園 

（３）認定こども園 

（４）地域型保育事業（家庭的保育事業、小規模保育事業、事業所内保育事業） 

 

（対象となるこども）  

第５条 事業の対象は、保育所、幼稚園、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保育事

業所、事業所内保育事業所及び企業主導型保育施設等を利用していない、松山市内に居住

している生後６か月から満３歳未満のこどもとする。  

 

（実施の要件）  

第６条 事業を実施する事業所（以下「実施事業所」という。）は、次に掲げる要件を満たすも

のであること。  

（１）松山市内に所在する認可保育所、幼稚園、認定こども園、家庭的保育事業所、小規模保

育事業所、事業所内保育事業所であること。  

（２）一般型は事業に必要なスペースを確保していること。  



（３）余裕活用型は実施施設の在園児数が利用定員総数に満たない保育所、認定こども園、

家庭的保育事業所、小規模保育事業所、事業所内保育事業所で実施すること。  

（４）一般型、余裕活用型ともに、事業の利用定員数を設けること。 

（５）一般型については１日の利用定員数は実施事業所の定員とは別に設けること。 

（６）余裕活用型については、利用定員数と在園児数との差の範囲で利用定員を設定するこ

と。  

 

（事業実施日及び事業実施時間）  

第７条 事業実施者は週に１回以上事業を実施するものとする。曜日は問わない。  

２ 事業実施者は事前に定めた事業実施日以外の日で事業を実施しない日を設ける場合は

事前に保護者の同意を得ること。  

３ 事業実施時間は保護者の利便性等を考慮したうえで、事業実施者が設定する。  

 

（事業の認可申請）  

第８条 事業の認可申請は「乳児等通園支援事業認可申請書」によらなければならない。  

 

（事業実施内容の変更）  

第９条 事業実施者は、認可申請書に記載した事項に変更がある場合は、児童福祉法施行規

則に基づき、「乳児等通園支援事業変更届出書」により、市長に届け出なければならない。  

 

（事業の休止及び廃止）  

第10条 事業実施者が事業を休止または廃止しようとする場合は、「乳児等通園支援事業廃

止（休止）承認申請書」によらなければならない。  

２ 事業実施者は事業を休止または廃止するにあたっては、事前に保護者へ周知し、保護者

の不都合とならないよう十分に配慮すること。  

 

（事業利用時間）  

第11条 対象となるこどもの利用可能時間は、こども一人当たり月10時間を上限とする。  

 

（利用申込み及び申込み受付）  

第12条 保護者は、利用にあたっては、国の「こども誰でも通園制度総合支援システム」を活

用し、事業実施者に事前に利用申込みを行うものとする。  

２ 事業実施者は、利用定員数の範囲内において利用の申込みがあった場合には、こどもの

受入れをしなければならない。ただし、職員配置及び実施施設の機能等の正当な理由により

受入れが困難である場合は、この限りではない。 

３ 定員を超える申し込みがあった場合の利用者決定は、各利用者の利用状況を考慮するな



ど、出来るだけ利用者間で公平な利用となるよう努めること。  

 

（費用負担金額）  

第1３条 事業実施者は、事業の実施にあたっては、対象こども１人１時間あたりを単位とした

保護者負担金額（以下「利用料」という。）を設定すること。  

２ 前項の規定により、保護者に利用料の負担を求める場合は、別表１に定める金額を上限と

して、事業実施者が定めるものとする。  

３ 30分に係る部分の金額については、１時間の単価に１／２を乗じて算出すること。 

４ 次の各号のいずれかに該当する場合は、前項の利用料のうち別表２に定める金額まで減

免すること。  

（１）生活保護世帯  

（２）住民税非課税世帯  

（３）市町村民税所得割合算額が7万7、101 円未満の世帯 

（４）要保護児童対策地域協議会に登録された要支援児童及び要保護児童のいる世帯、その

他市長が特に支援が必要と認めた世帯（以下「要支援家庭等」という。）のうち、市長がその

児童及び保護者の心身の状況及び養育環境等を踏まえ、利用料を軽減することが適当であ

ると認められる場合 

５ 事業実施者は、第１項に定める利用料のほか、あらかじめ保護者の同意を得たうえで、昼

食代やおやつ代などの実費相当額を徴収することができる。  

６ 利用者が、利用予定日に事業実施者が定めた期日までに連絡なく利用しなかった場合 

には、事業実施者はあらかじめ保護者の同意を得たうえで、その利用申込みの内容どおりに

利用した場合に支払うべき利用料等（実費相当額を含む。）の額を上限として、保護者から

当該利用料等を徴収することができる。  

 

（管理者）  

第1４条 実施事業所の管理者は「乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準の運

用上の取扱いについて」（令和７年２月12日 こ成保発第120号）の第3の２の（２）に定める研

修を受講するよう努めること。 

 

（乳児等通園支援従事者）  

第1５条 この事業に従事できる者（以下「乳児等通園支援従事者」という。）は次の各号に定

めるものとする。  

（１）保育士  

（２）都道府県又は市町村及び指定事業者が実施する子育て支援員研修のうち一時預かり

事業又は地域型保育の専門研修等を修了した者  

２ 余裕活用型に従事できる者は各施設の配置基準で求められる職員とする。  



３ 事業実施者は乳児等通園支援従事者が本事業の意義・目的・仕組みを理解できるように

研修の機会を設けること。  

 

（配置基準）  

第1６条 一般型事業実施者は条例案で参照する「乳児等通園支援事業の設備及び運営に

関する基準」（令和7年内閣府令第1号）（以下「国基準」という。）第２２条に基づき、事業の利

用こどもの年齢及び人数に応じ、専ら事業に従事する乳児等通園支援従事者を配置するこ

と。 

２ 余裕活用型事業実施者は事業の利用こどもと実施施設の在園児数を合計し、国基準第 

2５条に定める必要な保育士を配置すること。  

 

（設備基準）  

第1７条 一般型事業実施者は国基準第2１条に定める基準を遵守すること。  

２ 余裕活用型事業実施者は国基準第2５条に定める基準を遵守すること。  

 

（支援の内容）  

第1８条 事業実施者は国基準第2３条に定める支援内容を遵守するとともに、「こども誰でも

通園制度の実施に関する手引」等の内容にも留意したうえで、利用乳幼児及びその保護者

の心身の状況等に応じて支援を提供すること。 

２ 実施事業者は、利用こどもの育ちに関する長期的な見通しをもった全体的な計画を作成

するとともに、一人一人のこどもの実態に応じた指導計画の作成に努めること。 

３ 実施事業者は、利用こどもの育ちに関する記録を作成すること。 

４ 事業実施者は事業開始直後、一定期間、親子通園を実施することができる。ただし、親子

通園の利用を本事業利用の条件としたり、長期間、実施してはならない。  

５ 事業実施者が、利用中に配慮が必要であると確認した家庭については、市関係部署と 

協力し、関係機関との連携に努めること。  

 

（給食の提供）  

第１９条 給食等の提供については、事業実施者の判断とするが、利用者に対応状況が分か

るよう周知を行うとともに、提供を行う場合においては、衛生管理やアレルギー対応など、適

切な実施に留意すること。 

 

（利用こども状況確認）  

第2０条 利用当日に、通園がない場合には、対象となるこどもの状況を確認すること。特に、

要支援家庭等のこどもの利用がない場合には、関係機関と情報共有し、適切に対応すること  

 



（状況報告）  

第2１条 事業実施者は、市長から実施状況等の報告を求められた場合には、市長に報告す

ること。 

（効果検証）  

第２２条 事業実施者は事業の効果や課題、利用者や保育者の声などについて情報収集を行

い、必要に応じて市長に報告すること。  

２ 事業実施者は、市長が事業に関するアンケート、事業検証のための会議等を開催する際

には積極的に協力すること。  

 

（事故報告）  

第2３条 本事業を実施している中で事故が生じた場合には、「教育・保育施設等における事

故の報告等について（令和６年３月22日こ成安第36号・５教参学第39号通知）」に従い、速

やかに報告すること。 

 

（個人情報の保護）  

第2４条 事業実施者は、事業の実施に際して得られた個人情報について、適正に管理し、他

に漏らさないこと。また、個人情報漏洩等の事故が発生しないよう、回避ルールや緊急時の

対応方針を策定、厳守するとともに、万が一、個人情報漏洩等のインシデントが発生した際に

は、速やかに市長に報告すること。 

事業廃止後も同様とする。  

 

（関係書類の保存）  

第2５条 事業実施者は、本要綱に基づき作成または受領した書類について、作成又は受領

した日の属する年度の終了後、５年間保存しなければならない。  

 

（負担金） 

第２６条 市長は、事業実施者に対して、「子ども・子育て支援交付金の交付について」（平成

２８年７月２０日府子本第４７４号）別紙の規定及び、「令和６年度保育対策総合支援事業費補

助金（保育所等改修費等支援事業等（令和６年度補正予算分）分）の国庫補助について」（令

和７年２月13日こ成保第129号）に準拠し、事業の実施に要した費用の一部を負担する。 

 

（細則）  

第27条 この要綱に定めのあるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は別途定め

る。  

 

 



附則  

（施行期日）  

１ この要綱は令和７年４月１日より施行する。  

 

（期間）  

２ この要綱は令和８年３月31日をもって廃止する。  

なお、終期到来後の継続については、その必要性の検証を踏まえた上で、終期到来までに判

断するもの。 

 

別表１ 利用料の上限額 

単位 金額 

こども 1人あたり 300円 

 

別表２ 利用料減免基準 

区分 減免基準 

生活保護世帯 利用料の 10分の 10 

住民税非課税世帯 利用料の 10分の 8 

市町村民税所得割合算額が７万 7、101円

未満の世帯 
利用料の 10分の 7 

要支援家庭等のうち、市長がそのこども及

び保護者の心身の状況及び養育環境等を踏

まえ、利用料を軽減することが適当であると

認められる場合 

利用料の 10分の 5 

 


